
別
表
第
二
第
〇
四
一
〇
・
九
〇
号
中
「

二

そ
の
他
の
も
の

四
・
五
％
」を「

二

プ
ロ
ポ
リ
ス
原
塊

三

そ
の
他
の
も
の

四
・

」
に
改
め
る
。

無
税

五
％

令和年月日 金曜日 (号外特第号)官 報

二

そ
の
期
限
後
特
例
申
告
書
の
提
出
若
し
く
は
第
一
項
第
二
号
の
修
正
申
告
（
そ
の
申
告
に
係
る
関
税
に
つ
い

て
の
調
査
が
あ
つ
た
こ
と
に
よ
り
当
該
関
税
に
つ
い
て
更
正
決
定
が
あ
る
べ
き
こ
と
を
予
知
し
て
さ
れ
た
も
の

で
な
い
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
申
告
に
係
る
関
税
に
つ
い
て
の
調
査
通
知
が
あ
る
前
に
行
わ
れ
た
も
の
を
除

く
。）又
は
更
正
決
定
に
係
る
関
税
に
係
る
貨
物
の
輸
入
の
日
（
特
例
申
告
貨
物
に
つ
い
て
は
、
そ
の
輸
入
の
許

可
の
日
）
の
属
す
る
年
の
前
年
及
び
前
々
年
に
輸
入
さ
れ
た
貨
物
（
特
例
申
告
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
輸
入
が

許
可
さ
れ
た
貨
物
）
に
係
る
関
税
に
つ
い
て
、無
申
告
加
算
税（
第
六
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。）

若
し
く
は
次
条
第
二
項
の
重
加
算
税
（
以
下
こ
の
号
及
び
同
条
第
四
項
第
二
号
に
お
い
て
「
特
定
無
申
告
加
算

税
等
」
と
い
う
。）を
課
さ
れ
た
こ
と
が
あ
り
、
又
は
特
定
無
申
告
加
算
税
等
に
係
る
賦
課
決
定
を
す
べ
き
と
認

め
る
と
き
。

第
十
二
条
の
四
第
二
項
中
「
同
条
第
六
項
」
を
「
同
条
第
七
項
」
に
改
め
、同
条
第
四
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

４

第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
（
第
一
項
の
規
定
に
該
当

す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
一
号
）
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
重
加
算
税
の
額
は
、
前
三
項

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
前
三
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
に
、
第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
基
礎
と

な
る
べ
き
税
額
に
百
分
の
十
の
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
と
す
る
。

一

第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
税
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
べ
き
事
実
で
隠
蔽
し
、
又
は
仮
装
さ
れ
た
も

の
に
基
づ
き
期
限
後
特
例
申
告
書
の
提
出
若
し
く
は
修
正
申
告
又
は
更
正
決
定
が
あ
つ
た
日
の
前
日
か
ら
起
算

し
て
五
年
前
の
日
ま
で
の
間
に
、
関
税
に
つ
い
て
、
無
申
告
加
算
税
等
を
課
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
と
き
。

二

そ
の
期
限
後
特
例
申
告
書
の
提
出
若
し
く
は
前
条
第
一
項
第
二
号
の
修
正
申
告
又
は
更
正
決
定
に
係
る
関
税

に
係
る
貨
物
の
輸
入
の
日
（
特
例
申
告
貨
物
に
つ
い
て
は
、
そ
の
輸
入
の
許
可
の
日
）
の
属
す
る
年
の
前
年
及

び
前
々
年
に
輸
入
さ
れ
た
貨
物
（
特
例
申
告
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
輸
入
が
許
可
さ
れ
た
貨
物
）
に
係
る
関
税

に
つ
い
て
、
特
定
無
申
告
加
算
税
等
を
課
さ
れ
た
こ
と
が
あ
り
、
又
は
特
定
無
申
告
加
算
税
等
に
係
る
賦
課
決

定
を
す
べ
き
と
認
め
る
と
き
。

第
十
四
条
第
三
項
中
「
同
条
第
五
項
」
を
「
同
条
第
六
項
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
第
二
号
中
「
第
百
八
条
の
二

及
び
第
百
八
条
の
三
」
を
「
第
百
八
条
の
二
第
一
項
及
び
第
百
八
条
の
三
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
九
十
五
条
第
一
項
中
「
こ
の
項
及
び
第
三
項
」
を
「
こ
の
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
そ
の
旨
」
を
「
当

該
税
関
事
務
管
理
人
の
住
所
又
は
居
所
（
法
人
に
あ
つ
て
は
、
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
）
及
び
氏
名
又

は
名
称
そ
の
他
の
必
要
な
事
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
及
び
第
二
項
」
を
「
か
ら
第
四
項
ま
で
」
に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
三
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
五
項
を
加
え
る
。

３

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
申
告
者
等
が
前
項
の
規
定
に
よ
る
税
関
事
務
管
理
人
の
届
出
を
し
な
か
つ

た
と
き
は
、
同
項
の
税
関
関
係
手
続
に
係
る
税
関
長
は
、
当
該
申
告
者
等
に
対
し
、
税
関
関
係
手
続
等
の
う
ち
税

関
事
務
管
理
人
に
処
理
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
（
次
項
か
ら

第
六
項
ま
で
に
お
い
て
「
特
定
事
項
」
と
い
う
。）を
明
示
し
て
、
六
十
日
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
そ
の
準

備
に
通
常
要
す
る
日
数
を
勘
案
し
て
指
定
す
る
日
（
第
五
項
に
お
い
て
「
指
定
日
」
と
い
う
。）ま
で
に
、
前
項
の

規
定
に
よ
る
税
関
事
務
管
理
人
の
届
出
を
す
べ
き
こ
と
を
書
面
で
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
申
告
者
等
が
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
税
関
事
務
管
理
人
の
届
出
を
し
な
か

つ
た
と
き
は
、
同
項
の
税
関
関
係
手
続
に
係
る
税
関
長
は
、
本
邦
に
住
所
又
は
居
所
（
法
人
に
あ
つ
て
は
、
本
店

又
は
主
た
る
事
務
所
）
を
有
す
る
者
で
特
定
事
項
の
処
理
に
つ
き
便
宜
を
有
す
る
も
の
（
次
項
に
お
い
て
「
国
内

便
宜
者
」
と
い
う
。）に
対
し
、
当
該
申
告
者
等
の
税
関
事
務
管
理
人
と
な
る
こ
と
を
書
面
で
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

５

第
三
項
の
税
関
長
は
、
同
項
の
申
告
者
等
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て「
特
定
申
告
者
等
」と
い
う
。）

が
指
定
日
ま
で
に
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
税
関
事
務
管
理
人
の
届
出
を
し
な
か
つ
た
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ

り
税
関
事
務
管
理
人
と
な
る
こ
と
を
求
め
た
国
内
便
宜
者
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
者
を
、
特
定
事
項
を
処
理
さ
せ
る

税
関
事
務
管
理
人
（
次
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
「
特
定
税
関
事
務
管
理
人
」
と
い
う
。）と
し
て
指
定
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

一

当
該
特
定
申
告
者
等
に
係
る
関
税
の
税
額
等
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
べ
き
事
実
又
は
当
該
特
定
申
告
者
等
に

係
る
税
関
関
係
手
続
等
若
し
く
は
貨
物
に
つ
い
て
当
該
特
定
申
告
者
等
と
の
間
の
契
約
に
よ
り
密
接
な
関
係
を

有
す
る
者

二

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
そ
の
他
の
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
使
用
し
て
行
わ
れ
る
取
引
そ
の
他
の
取
引
を

当
該
特
定
申
告
者
等
が
継
続
的
に
又
は
反
復
し
て
行
う
場
を
提
供
す
る
事
業
者

三

当
該
特
定
申
告
者
等
と
の
間
に
い
ず
れ
か
一
方
の
者
が
他
方
の
者
の
事
業
に
係
る
議
決
権
を
伴
う
社
外
株
式

の
総
数
の
五
十
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
社
外
株
式
を
直
接
又
は
間
接
に
所
有
し
、
管
理
し
、
又
は
所
持
す
る
関
係

そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
の
あ
る
者

６

前
項
の
税
関
長
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
税
関
事
務
管
理
人
を
指
定
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
特
定
税

関
事
務
管
理
人
に
特
定
事
項
を
処
理
さ
せ
る
必
要
が
な
く
な
つ
た
と
き
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
税
関
事
務

管
理
人
の
指
定
を
解
除
す
る
も
の
と
す
る
。

７

前
二
項
の
税
関
長
は
、
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
税
関
事
務
管
理
人
を
指
定
し
た
と
き
、
又
は
前
項
の
規
定

に
よ
り
特
定
税
関
事
務
管
理
人
の
指
定
を
解
除
し
た
と
き
は
、
特
定
税
関
事
務
管
理
人
又
は
特
定
税
関
事
務
管
理

人
で
あ
つ
た
者
及
び
特
定
申
告
者
等
に
対
し
、
書
面
に
よ
り
そ
の
旨
を
通
知
す
る
。

（
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第
三
条

関
税
暫
定
措
置
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
四
条
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
三
第
一
項
及
び
第
八
項
、
第
七
条
の
四
第
一
項
並
び
に
第
七
条
の
六
第
一
項
及
び
第
五
項
中
「
令
和
四

年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
」
に
改
め
る
。

第
八
条
第
一
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
第
一
八
〇
六
・
一
〇
号
中
「
二
三
・
一
％
」
を
「
二
一
・
七
％
」
に
改
め
、
同
表
第
一
八
〇
六
・
二
〇

号
中
「
二
三
％
」
を
「
二
一
・
九
％
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
第
一
九
〇
一
・
九
〇
号
中
「
二
四
・
四
％
」
を
「
二
三
・
四
％
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
第
二
一
〇
一
・
一
一
号
中
「
一
二
・
一
％
」
を
「
九
・
七
％
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
第
二
一
〇
六
・
一
〇
号
中
「
一
一
・
五
％
」
を
「
九
・
六
％
」
に
改
め
、
同
表
第
二
一
〇
六
・
九
〇
号

中
「
二
四
・
四
％
」
を
「
二
三
・
四
％
」
に
改
め
る
。

別
表
第
一
の
三
、
別
表
第
一
の
三
の
二
、
別
表
第
一
の
六
及
び
別
表
第
一
の
八
中
「
令
和
五
年
三
月
三
一
日
」
を

「
令
和
六
年
三
月
三
一
日
」
に
改
め
る
。

別
表
第
三
の
一
四
の
項
中
「
第
四
四
一
八
・
八
九
号
ま
で
」
の
下
に
「
、
第
四
四
一
八
・
九
一
号
の
一
」を
加
え
、

「
第
四
四
一
八
・
九
一
号
の
二
」
を
「
第
四
四
一
八
・
九
一
号
の
二
の

」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号

に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
二
条
中
関
税
法
第
九
十
五
条
の
改
正
規
定
並
び
に
次
条
第
二
項
及
び
附
則
第
五
条
の
規
定

令
和
五
年
十
月

一
日

二

第
二
条
中
関
税
法
第
十
二
条
の
二
か
ら
第
十
二
条
の
四
ま
で
の
改
正
規
定
及
び
同
法
第
十
四
条
の
改
正
規
定
並

び
に
次
条
第
一
項
の
規
定

令
和
六
年
一
月
一
日

（
関
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
関
税
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
関
税
法
」
と
い
う
。）第
十
二
条
の

三
及
び
第
十
二
条
の
四
第
四
項
の
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
以
後
に
関
税
法
第
十
二
条
第
九
項
に
規
定
す
る
法

定
納
期
限
が
到
来
す
る
関
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
当
該
法
定
納
期
限
が
到
来
し
た
関
税
に
つ
い
て
は
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
日
前
に
当
該
法
定
納
期
限
が
到
来
し
た
関
税
に
係
る
第
二
条
の
規

定
に
よ
る
改
正
前
の
関
税
法
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
旧
関
税
法
」
と
い
う
。）第
十
二
条
の
三
の
規
定
に
よ
る
無

申
告
加
算
税
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。）又
は
旧
関
税
法
第
十
二
条
の
四
第
二
項
の
規
定

に
よ
る
重
加
算
税
は
、
新
関
税
法
第
十
二
条
の
三
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
無
申
告
加
算
税
等
と
み
な
す
。


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